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熊本県農林水産部「農業農村整備情報誌」

～全国のNN技術職員の皆様へ 感謝の気持ちを込めて～

第２号 H29.9.29 発行

～復旧に向けたこれまでの取組と今後の課題～～復旧に向けたこれまでの取組と今後の課題～～復旧に向けたこれまでの取組と今後の課題～～復旧に向けたこれまでの取組と今後の課題～

災 害 発 生

被 害 報 告

復旧計画の樹立

災害復旧事業計
画概要書の提出

(査定設計書)

査定計画書の提出

査 定

・復旧工法の決定

・事業費の決定

◆くまもと農地◆くまもと農地◆くまもと農地◆くまもと農地GISを活用した県全域のを活用した県全域のを活用した県全域のを活用した県全域の取水影響取水影響取水影響取水影響農地を見える化農地を見える化農地を見える化農地を見える化

地震発生直後

◎取水影響農地面積の把握
◎営農再開に向けた検討会等への活用
（代替作物の検討等）
◎応急復旧による通水再開農地の把握

※※※※取水出来ない農地を赤着色で示す取水出来ない農地を赤着色で示す取水出来ない農地を赤着色で示す取水出来ない農地を赤着色で示す

◆査定設計書作成の簡素化導入による査定の迅速化◆査定設計書作成の簡素化導入による査定の迅速化◆査定設計書作成の簡素化導入による査定の迅速化◆査定設計書作成の簡素化導入による査定の迅速化

❶机上査定限度額の引き上げ

（熊本地震の場合：200万円未満→1,000万円未満）

（査定設計書作成において航空写真や標準的な断面図等の活用
により測量・設計期間を短縮）

※特に被害件数が多かった6市町村で実施。

❷査定設計書作成の簡素化

（平成29年1月13日 農林水産省通達）

平成29年1月13日に108班
（5,193件）にもおよぶ災害査
定が終了しました。

※1,8081,8081,8081,808件件件件で簡素化を実施。

◆◆◆◆ＩＣＴ（ﾀﾌﾞﾚｯﾄ）を活用し現場状況を迅速かつ正確に県庁に伝達ＩＣＴ（ﾀﾌﾞﾚｯﾄ）を活用し現場状況を迅速かつ正確に県庁に伝達ＩＣＴ（ﾀﾌﾞﾚｯﾄ）を活用し現場状況を迅速かつ正確に県庁に伝達ＩＣＴ（ﾀﾌﾞﾚｯﾄ）を活用し現場状況を迅速かつ正確に県庁に伝達

県 庁

被 災 現 場 ◎速やかに現場状況を共
有することで、迅速で組
織的な対応が可能
◎必要な現場の情報を的
確に入手・発信
◎写真整理事務の簡素化リモート通信リモート通信リモート通信リモート通信

農村振興局長

農林水産部長

農地整備課長

につながった。

復旧進捗状況

査定

件数

契約済み 工事完了

件数 契約率 件数 完了率

県営災害 計 186 100 53.8% 6 3.2%

農地 66 17 25.8% 0 0.0%

農業用施設 120 83 69.2% 6 5.0%

団体営災害 計 5,007 1,955 39.0% 663 13.2%

農地 2,720 951 35.0% 284 10.4%

農業用施設 2,287 1,004 43.9% 379 16.6%

災害復旧工事完了件数及び契約件数の推移
8月末現在の件数（団体営＋県営）

《参考》全体件数

農 地：2,786件

農業用施設：2,407件

合 計：5,193件

県庁から現場の状況を見ながら指示
（確認したい場所、写真撮影場所）が可能

5193

8月末現在の件数とその割合

大規模災害時の

（平成28年4月14日、16日)

応急本工事の実施

20,182箇所

127件

5,193件

5,193件

kumamoto
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査 定

・復旧工法の決定

・事業費の決定

補助金の交付決定

復旧工事着工

◆県営災害復旧事業として実施◆県営災害復旧事業として実施◆県営災害復旧事業として実施◆県営災害復旧事業として実施

施設区分施設区分施設区分施設区分 査定件数査定件数査定件数査定件数 査定額査定額査定額査定額

熊本地震

農地 66件 2,361,214

農業用施設 118件 7,693,456

豪雨

農業用施設 2件 88,249

（県営分）査定結果（県営分）査定結果（県営分）査定結果（県営分）査定結果 186186186186件件件件 10,142,91910,142,91910,142,91910,142,919

〔〔〔〔全体（県営・団体全体（県営・団体全体（県営・団体全体（県営・団体

営）査定結果営）査定結果営）査定結果営）査定結果〕〕〕〕
〔〔〔〔5,1935,1935,1935,193件件件件〕〕〕〕 〔〔〔〔26,127,59526,127,59526,127,59526,127,595〕〕〕〕

（単位：千円）

※※※※県営災害復旧事業の補助率については、暫定法で示され県営災害復旧事業の補助率については、暫定法で示され県営災害復旧事業の補助率については、暫定法で示され県営災害復旧事業の補助率については、暫定法で示されたたたた団体営災害復旧事業のうち地元負担分を県と地元で折半すること団体営災害復旧事業のうち地元負担分を県と地元で折半すること団体営災害復旧事業のうち地元負担分を県と地元で折半すること団体営災害復旧事業のうち地元負担分を県と地元で折半することとなるとなるとなるとなる。。。。

【県営農地等災害復旧事業採択基準（平成21年2月23日改正）】
１ 県営土地改良事業で造成した施設で予定管理者に

譲与又は管理委託が未了。

２ 県有施設※1は、施設管理者との協議による。

３ 県管理農地海岸保全施設。

２,３に該当しないものでも、４,５に該当し、かつ、高度な

技術を要するもの。※2

４ 農業用施設は、受益面積１００ha以上、かつ、事業費

５０百万円以上。

５ 農地は受益面積２０ha以上。

６ 知事が特に認めたもの。
※１ 県有施設とは、県条例や規則で定められた施設（ダム、ため池等）

※２ 施設管理者との協議により、災害復旧は、県でも施設管理者でも
出来るが、県が実施する場合は、高度な技術を要するかを確認す
る必要がある。

◆被災した農地海岸については国直轄代行として実施◆被災した農地海岸については国直轄代行として実施◆被災した農地海岸については国直轄代行として実施◆被災した農地海岸については国直轄代行として実施

液状化や堤防破損等、被災した7海岸については、「大規模災

害からの復興に関する法律」に基づき知事から国へ要請
（H28.5.13）し、災害復旧事業を国直轄代行で実施。

◆計画変更件数の増大◆計画変更件数の増大◆計画変更件数の増大◆計画変更件数の増大

本県はこれまで経験がしたことがない地震災害からの災害復旧において、発注

時に計上する復興係数や復興歩掛かりによる設計金額の増加や他の災害復旧
事業との調整などで計画変更が発生している。

さらに今後、相当数の計画変更事務を行わなければならないことが想定される。

①

②

③

④

⑤

⑥

⑦

①

②

③

④

⑤

⑥

⑦

計画変更済み件数（H29.8末現在） ２４４件
※計画変更の承認を得るためには事前協議⇒承認申請（知事名）⇒承認通
知（九州農政局長名）まで1ヶ月以上を要することもあり、各箇所における調書

作成も含め多大な業務量となっている。

◆◆◆◆復旧工事の遅れ復旧工事の遅れ復旧工事の遅れ復旧工事の遅れ

県内では、多くの災害復旧工事等が実施されていることから、技術者、運転手
や作業員の確保が困難など、人的要因による不調・不落が多く発生している。

①①①①発注方式の見直し発注方式の見直し発注方式の見直し発注方式の見直し

⇛指名競争入札の適用拡大

⇛指名業者数の見直し

⇛１者応札解禁

②②②②積算方法の見直し積算方法の見直し積算方法の見直し積算方法の見直し
⇛復興係数・復興歩掛の導入

⇛資材調達や資材労務単価変動への柔

軟な対応

本県のこれまでの対応

（１）不調・不落が多く発生（１）不調・不落が多く発生（１）不調・不落が多く発生（１）不調・不落が多く発生

年度

年度年度

年度 県営全入札数

県営全入札数県営全入札数

県営全入札数

不調・不落件数及び割合

不調・不落件数及び割合不調・不落件数及び割合

不調・不落件数及び割合

団体営全入札数

団体営全入札数団体営全入札数

団体営全入札数

不調・不落件数及び割合

不調・不落件数及び割合不調・不落件数及び割合

不調・不落件数及び割合

平成29年度 252 77 30.30.30.30.６％６％６％６％ 1,297 478 36.936.936.936.9%
%%

%

平成29年8月末時点

《参考》

平成28年度の県営事業

に占める不調不落件数割

合は13.9%であり、そ

の多くが1月以降に発生

まだまだ終わらない計画変更・・・

計画変更

日本一計画変更手続きを処理するNN職員
K県から派遣のS氏

書類が山積みだぁ・・・

現在抱える課題現在抱える課題現在抱える課題現在抱える課題

全部で2,500～3,000件は行くだろうなぁ・・・

kumamoto
タイプライターテキスト
２



福岡県からの派遣職員3名は福岡県を中心に甚大な被害が発生した九州北部豪雨からの復旧業務にあた

るため、8月31日をもって本県の派遣業務から帰県されました。
熊本地震発災直後から延べ12名の技術職員を派遣いただきました福岡県に対し厚く御礼申し上げます。
なお、10月1日より、大阪府から1名派遣いただくこととなりました。年度途中にもかかわらず、大阪府の対応

に感謝申し上げます。

※ 農地等災害復旧受託事業の概要農地等災害復旧受託事業の概要農地等災害復旧受託事業の概要農地等災害復旧受託事業の概要

農地等災害復旧の事務対応が困難な市町村から県が受託し実施する事業。

早期復旧を目指し、実施設計書作成、計画変更、発注、現場監督、変更設計

書作成、検査等の事務を行う。

・ただし、道路・水路については70,000千円/箇所以上とする。

(高度な技術を要する場合はこの限りでない）

【受託要件】
・1箇所の査定額が15,000千円を超える地区であること。

平成29年8月末 時点

※1 ※2
※3

営農再開

（（（（２２２２）市町村等の技術職員の不足）市町村等の技術職員の不足）市町村等の技術職員の不足）市町村等の技術職員の不足

平成28年度災害件数5,193件の約96％（5,007件）を団体営災害復旧事業とし

て市町村等が実施することとしている。しかし、元来、市町村は技術職員が少

なく、公共土木と同一部所で農災を所管していることが多い。加えて、生活再

建部局に技術職員を招集している市町村もあり、農災担当の技術職員が慢性
的に不足している。

本県のこれまでの対応

②市町村への技術者支援②市町村への技術者支援②市町村への技術者支援②市町村への技術者支援①団体営農地等災害復旧事業を県が作業受託①団体営農地等災害復旧事業を県が作業受託①団体営農地等災害復旧事業を県が作業受託①団体営農地等災害復旧事業を県が作業受託

●計画変更調書作成

●設計書作成

●変更設計書作成

※

農地 農業用施設

15 43

0 24

24 18

0 4

3 9

3 93 9

3 9 8 9

8 98 9

8 9

合　計合　計合　計合　計 128128128128 2 ,839百万円2,839百万円2,839百万円2,839百万円

受託事業費

受託事業費受託事業費

受託事業費件数

件数件数

件数市町村名

市町村名市町村名

市町村名

西原村 42 253百万円

南阿蘇村 4 621百万円

嘉島町 58 340百万円

益城町 24 1,625百万円

（３）県業務の増大（３）県業務の増大（３）県業務の増大（３）県業務の増大

県営災害復旧事業に加え、団体営事業の受託、市町村支援業務及び今後更

に増えてくる計画変更事務等を、全国から技術職員を派遣いただきながら、総

力を挙げて実施しているものの、マンパワーが不足している状況。

このまま不調・不落等により工事が遅れると、本年度中の工事完了が困難とな
り、繰越が発生する。繰越予算には未契約の予算も含まれることが想定され、

営農再開を心待ちにする農家の皆さんへの不安が増大することとなる。

このため、県や市町村は営農再開に向けた復旧・復興への歩みを止めないた

めにも、各課題への対策を早急に講じるとともに、次年度に向けた対策を検討

する必要がある。いずれにしても、復旧・復興はまだまだこれからである。

これら多くの課題を解決し、平成30年度までに営農営農営農営農再開再開再開再開100％％％％
を目指す。

繰越手続き ◆繰越及び事故繰越の増大◆繰越及び事故繰越の増大◆繰越及び事故繰越の増大◆繰越及び事故繰越の増大

◆しゅん工確認検査件数の増大◆しゅん工確認検査件数の増大◆しゅん工確認検査件数の増大◆しゅん工確認検査件数の増大

復旧工事完了

団体営災害復旧事業（5,007件）に対し、県はしゅん工確認検査を実施する必要

があるが、発生件数は過去3年平均（約250件）の20倍にも及ぶため、復旧工

事の確認検査事務を実施するには、検査職員の確保も含めた検査体制の整備

が必要である。

･･･etc

これらの業務については、県
職員が各市町村へ出向き技術
的支援を積極的に実施

今後想定される今後想定される今後想定される今後想定される課題課題課題課題

kumamoto
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神里主任技師

（沖縄県）

石川参事

（兵庫県）

木村参事

（福岡県）

阪口参事

（岐阜県）

宮本参事

（福岡県）

～～～～派遣派遣派遣派遣職員からのたより～職員からのたより～職員からのたより～職員からのたより～

☞次回は県央広域本部（熊本市）に派遣
いただいている職員をご紹介します。

熊本県 農林水産部 農村振興局 農村計画課 農村企画班
℡ ：096-333-2468

Mail：nousonkeikaku@pref.kumamoto.lg.jp

問い合わせ先

～広～広～広～広 報～報～報～報～

開催日時・場所：平成29年10月19日（木）

〔本会議〕 ホテル熊本テルサ テルサホール

〔交流会〕 ホテル熊本テルサ ３Fたい樹

平成29年10月20日（金）

〔現地見学会〕県央コース（立岡自然公園、通潤橋）

県北コース（大切畑ダム、阿蘇大橋）

上益城地域振興局農地整備課に派遣いただいている上益城地域振興局農地整備課に派遣いただいている上益城地域振興局農地整備課に派遣いただいている上益城地域振興局農地整備課に派遣いただいている5555名の職員の担当業務等を紹介します。名の職員の担当業務等を紹介します。名の職員の担当業務等を紹介します。名の職員の担当業務等を紹介します。

※表示は配席順によるもの。
また、職名は熊本県派遣時によるもの。

①氏名

②担当業務
③今後派遣で熊本県に来る方へのコメント

熊本市

荒尾市

玉名市

南関町

長洲町

和

水

町

菊池市

大津町

菊陽町

合志市

南小国町

小国町

産山村

高森町

西原村

御船町

嘉島町

益城町

甲佐町

山都町

宇城市

宇土市

八代市

芦北町

津奈木町

水俣市
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①阪口 源次 参事 《岐阜県》
②災害復旧受託事業に関する業務
御船町、甲佐町支援に関する業務

③職場環境は快適です。復旧・復興の
ため、能力を存分に発揮して下さい。

①石川 登章 参事 《兵庫県》
②県営災害復旧事業(大切畑ダム)に
関する業務、益城町支援に関する業務

③熊本県職員皆様の配慮により、スト
レスなく復旧・復興という大切な仕事に
携わることができます。
是非チャレンジして下さい!

①宮本 茂徳 参事 《福岡県》
②災害復旧受託事業に関する業務、山都町支援に関する業務
③食う・寝る・遊ぶ（いろいろ）心配いりません!!

①木村 徹 参事 《福岡県》
②災害復旧受託事業に関する業務
嘉島町支援に関する業務

③本年度復旧工事等が始まったばかり。
今後も支援を必要としているところです
のでよろしくお願いします。

①神里 昌直 主任技師 《沖縄県》
②災害復旧受託事業に関する業務
益城町支援に関する業務

③東北での業務も経験しましたが、東日
本大震災とはまた異なった対応と復興
の歩み、他県との交流など貴重な経験
ができ、将来の糧となります。 上益城管内

市町村位置図

復旧の進捗状況
※団体営災害復旧事業件
数に限る

※H29.8末時点契約率及び
復旧率（工事完了率）

※なお、全て災害件数ベー
スで算出

災害件数 契約率 復旧率

御船町 609 19.21% 0.66%

嘉島町 126 36.51% 9.52%

益城町 231 36.80% 3.03%

甲佐町 162 43.21% 1.23%

山都町 1,791 13.23% 1.23%

合 計 2,919 19.01%19.01%19.01%19.01% 1.61%1.61%1.61%1.61%

本会議：約500名 、現地見学会：約200名の申込みがありました。

なお、当日の状況等は次会号で紹介いたします。

kumamoto
タイプライターテキスト
４




